
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日： 平成 21 年 1 月 13 日 

1． 案件名 

エルサルバドル国「低・中所得者向け耐震住宅の建築技術・普及体制改善プロジェクト」 

2． 協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

 本プロジェクトは、「耐震普及住宅の建築普及技術改善プロジェクト」（2003 年 12 月～2008

年 11 月）で行われた住宅の耐震性向上に資する実験・研究成果を、実際の施策へと展開してい

くことを目的とする。現在未承認である住宅建築の技術的な基準（案）策定に必要なデータを

整え、住宅都市開発庁による基準の策定作業や、地方も含めた建築行政実施組織（住宅の許認

可業務を担う、住宅都市開発庁の地方支所、自治体、独立行政体：以下、建築行政実施組織）

に対する耐震住宅に係る知識向上への支援等を通じて、耐震性が改善された低・中所得者向け

住宅（以下、耐震住宅）の普及を促進する建築行政の能力強化を図るものである。 

 

(2) 協力期間：2009 年 4 月～2012 年 3 月の予定（約 3 年間） 

 

(3) 協力総額（日本側）：約 1.4 億円 

 

(4) 協力相手先機関 

(a) 実施機関 

公共事業省住宅都市開発庁（MOP-VMVDU）国土整備開発部（ONDET） 

(b) 参加機関  

国立エルサルバドル大学（UES） 

中米大学（UCA） 

エルサルバドル開発普及住宅財団（FUNDASAL） 

エルサルバドル建築研究所（ISC） 

 

(5) 国内協力機関：国土交通省 

 

(6) 裨益対象者及び規模等 

裨益対象者：住宅都市開発庁の職員、建築行政実施組織の職員（約 70 人） 

      国立エルサルバドル大学及び中米大学の研究スタッフ（約 30 人） 

      エルサルバドル開発普及財団の住宅普及関連スタッフ（約 10 人） 

      エルサルバドル建築研究所スタッフ（約 10 人） 

 

3．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

エルサルバドル国では、他の中南米諸国にも多く見られるアドベ（日干しレンガ）造住宅・

組積造住宅が低・中所得者向け住宅として広く建築されている。これらの住宅は地震に対し脆

弱なことで知られているが、エルサルバドルにおける 2001 年の 2 度の大地震でも、全国の住宅

総数の約 20％にあたる 27 万軒が損壊や全壊の被害を受け、その大半が低所得者住宅であったと

報告されている。この地震を受け、エルサルバドル政府は我が国に技術協力プロジェクト「耐

震普及住宅の建築普及技術改善プロジェクト」（以下、フェーズ１）を要請し、2003 年 12 月か
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ら 5 年間（予算規模：約 1.6 億円）で実施している。フェーズ１は、低所得者向け住宅を対象と

して、エルサルバドルで一般的な住宅建築工法を中心に４つの工法（ブロックパネル造、改良

アドベ造、ソイルセメント造、コンクリートブロック造：以下、４工法）について、その耐震

性を高める実験・研究を行ってきた。本協力により、エルサルバドル国における耐震住宅の建

築技術の研究・開発にかかる人材が育成され、実験・研究の成果を基に、耐震性が考慮された

低所得者向け住宅が普及することで、地震による被害が軽減すると期待されている。 

 

フェーズ１では実験・研究を主な内容として行ったが、今後はその成果を全国に広めていく

ために、行政の実施体制を整備していくことが求められている。 

 

 エルサルバドルにおける建築行政は、公共事業省傘下の住宅都市開発庁が担っており、住宅

建築に係る許認可は住宅都市開発庁の地方支所及び自治体、独立行政体等が行っているが、建

築物の構造安全性に関する技術的基準が整備されていない等、課題を抱えている。  

住宅都市開発庁は、建築物の構造安全性に関する技術的基準（｢建築物構造安全規則｣、９つ

の基準から成り立つ）を整備中であるものの、一般住宅に特に関連する「住宅設計・建築の特

別基準」（以下、｢技術基準｣）を含め、いずれも案の作成に留まり、公式な基準になっていない。

耐震性のある住宅の普及のためには、建築行政実施組織が｢技術基準｣に基づいて、住宅建築の

許認可や違法建築に対する是正指導を行う必要があることから、｢技術基準｣の策定が喫緊の課

題となっている。また、建築行政実施組織レベルでは、｢技術基準｣の運用のために、建築行政

全般に関わる知識の向上と業務ガイドラインの整備が必要となっている。 

また、フェーズ１では、セミナー開催やフォーラムでの資料配布等を通じて耐震住宅につい

ての知識の普及を行ってきたが、持続的に普及していくために行政を通じた体制の整備を行う

必要がある。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

エルサルバドルの国家開発計画である「安全な国 2004 年－2009 年」において、「住宅」は、

政府の 16 開発優先活動分野の１つとして取り上げられている。また、住宅都市開発庁が 2005

年に策定した国家住宅政策では、3 本の柱として、「開発の軸としての住宅」、「住宅へのアクセ

ス」、「技術的・制度的・法律的枠組みの近代化」が掲げられており、本プロジェクトは「技術

的・制度的・法律的枠組みの近代化」に資するものと位置付けられる。 

 

(3) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

2004 年 8 月の政策協議において、エルサルバドルへの援助重点分野の１つとして「持続的開

発のための環境保全」が確認され、その中で「防災体制の強化」に取り組むことが必要とされ

ている。 

また、本プロジェクトは、JICA 国別事業実施計画（2007 年 3 月）では、「防災体制の強化」

プログラムの中に位置付けられるものである。 

 

(4) メキシコ政府との連携 

本プロジェクトでは、JMPP（日本・メキシコ・パートナーシップ・プログラム）の枠組みに

より、メキシコ外務省はメキシコ人専門家派遣やメキシコ国内での研修を実施する予定である。
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(5) 他国の協力 

・ IDB（米州開発銀行）：住宅プログラムへの融資（US$94,100,000 ドル：2001 年~2009 年）を

行っており、その中で地震被害家屋の修復や再建を支援している。プログラムの終了後は、

日本特別基金を用いて、現行プログラムの評価と次期プログラムの実施に係る調査を行う

予定である。住宅都市開発庁は、次期プログラムの中で、フェーズ１における４工法の活

用も視野に入れている。 

・ USAID（米国国際開発庁）：住宅都市開発庁の要請に基づき、建築関連法等の体系化を図る

調査を実施した（2008 年 12 月終了）。 

・ GTZ（ドイツ技術協力公社）：2005 年~2009 年にわたり、国土整備開発計画と地方分権行政

の強化について住宅都市開発庁を支援している。住宅都市開発庁は、この枠組みの中で、

建築行政を担う地方の独立行政体の設立を全国的に進めている。 

 

3． 協力の枠組み 

本プロジェクトは、フェーズ１で提案された低・中所得者向け耐震住宅を、エルサルバドル

政府が普及するために必要な建築行政の能力強化を支援するものである。 

住宅建築に関して承認された技術基準がない上に、建築の許認可を担当する建築行政実施組

織の能力が十分でないといった現状を踏まえ、以下のような枠組みでプロジェクトを実施する。

活動は、①実験・研究、②建築行政の組織強化、③普及活動、の３つに大別される。 

① 実験・研究 

フェーズ１で得られた研究成果に基づき｢技術基準｣（案）の策定に必要な４工法に関する

補足的な実験・解析（開口壁実験等）を行う。また、被災家屋の補修技術に関する実験・研

究等、低・中所得者向け住宅の耐震性向上に資する実験についても可能な範囲で実施する。

② 建築行政の組織強化 

｢技術基準｣（案）や技術マニュアルの策定等の作業を通じて住宅都市開発庁職員の基準策

定能力の強化を図る。また、住宅建築の許認可を担当する職員の業務ガイドライン作成や知

識向上のための研修を実施する。 

③ 普及活動 

住民への耐震住宅の普及体制を整備するにあたり、普及に関するパイロット活動を展開す

るモデル地域を３ヶ所選定する。建材の入手性等の地域特性も考慮した４工法の利点/留意点

等を整理して、行政組織を活用して住民に対する耐震住宅の情報提供や技術基準の周知を行

っていく。 

また、｢技術基準｣などの専門的な情報についてもセミナー等を通じて建築分野の専門家等

に普及する。 

〔主な項目〕 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

低・中所得者向け耐震住宅の普及を促進する建築行政が強化される。 

＜指標＞ 

・建築 4 工法に関する技術基準（案）と技術マニュアルが住宅都市開発庁の正式な審議を

通じて策定される。 

・Ｘヶ所以上の建築行政実施組織で、｢技術基準｣（案）と技術マニュアルに基づく住宅建

築の指導が行われる。 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 
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エルサルバドル国において低・中所得向け耐震住宅が普及する体制が整備される。 

 ＜指標＞ 

・３工法（ブロックパネル造(＊1）を除く）に関する｢技術基準｣が義務基準として発効され

る。 

  ・パイロット活動地区に加え、Ｘヶ所で、住宅都市開発庁による建築行政実施組織を活用

した耐震住宅の普及活動が実施される。 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

【成果 1】｢技術基準｣（案）の策定に必要なデータが整えられる。 

＜指標＞ 

   ・｢技術基準｣（案）の策定に必要な研究調査の報告書が作成される。  

＜活動＞ 

1-1 住宅都市開発庁とエルサルバドル側研究者が中心となって、フェーズ１の成果を基に｢技

術基準｣を見直し、実験活動計画をたてる。 

1-2（改良アドベ造について）研究者が｢技術基準｣(案)の策定に必要な実験を行う。 

1-3（コンクリートブロック造について）研究者が｢技術基準｣(案)の策定に必要な実験を行う。

1-4（ソイルセメント造について）研究者が｢技術基準｣(案)の策定に必要な実験を行う。 

1-5 研究者がその他の必要とされる実験・研究を行う。 

 

【成果 2】住宅都市開発庁と建築行政実施組織において、住宅建築の許認可に関連した技術面・

業務面の能力が改善される。 

2-a 住宅都市開発庁において、｢技術基準｣（3 案）と技術マニュアル(１案)が策定される。 

2-b 建築行政を担当している住宅都市開発庁や建築行政実施組織の担当職員の耐震知識の向

上が実現される。 

＜指標＞ 

(2-a) ・住宅都市開発庁（「都市計画・建設に関わる基準策定・調査研究課」（UNICONS））の

調整によって、3 工法に関する｢技術基準｣（案）が策定される。 

・住宅都市開発庁（「都市計画・建設に関わる基準策定・調査研究課」（UNICONS））の

調整によって、ブロックパネル造に関する技術マニュアルが策定される。 

(2-b)  ・耐震性の改善された低・中所得者向け住宅に関する建築行政業務ガイドラインが作成

される。 

・建築行政実施組織において住宅建築の許認可等を担う職員Ｘ人の業務ガイドラインに

関する理解が向上する。 

（活動） 

(2-a) 

2-1 UNICONS の職員の耐震に関する知識を向上する。 

2-2 （改良アドベ造について）活動 1-2 を基に｢技術基準｣（案）を策定する。 

2-3 （コンクリートブロック造について）活動 1-3 を基に｢技術基準｣(案)を策定する。 

2-4 （ソイルセメント造について）活動 1-4 を基に｢技術基準｣（案）を策定する。 

2-5 （ブロックパネル造について）フェーズ 1 の研究成果を基に技術マニュアルを策定する。

2-6 国家科学技術審議会による｢技術基準｣の承認のために必要な活動を行う。 

 

(2-b) 

2-7 建築行政実施組織において住宅建築の許認可等を担う職員に対し、耐震住宅建築を含め、
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2-8 活動 2-7 に基づき、研修計画を作成する。 

2-9 住宅建築の許認可を円滑に行うための業務ガイドラインを作成する。 

2-10 作成した業務ガイドラインを用いて研修を実施する。 

 

【成果 3】パイロット活動地区において、低・中所得者向け耐震住宅の持続的な普及体制が構

築される。 

 ＜指標＞ 

・フェーズ 1 の 4 工法に関する住民向けパンフレットが作成される。 

・普及に関する行政メカニズムのグッドプラクティスが示される。 

・建築行政実施組織の職員Ｘ人が普及システムに関する研修を受ける。 

・技術者や研究者等を対象とした｢技術基準｣（案）に関する研修（セミナー）が実施さ

れる。 

（活動） 

3-1  住宅都市開発庁及び FUNDASAL を中心に普及戦略を検討する。 

3-2  地域特性を考慮した 4 工法（とレンガの枠組組積造）に関するコスト調査、コスト積算 

を実施する。 

3-3  上記のコスト分析を実施する。 

3-4  コスト比較分析の結果をまとめ、パンフレットを作成する。（＊2） 

3-5  住宅建築の許認可業務を行っている建築行政実施組織（住宅都市開発庁の地方支所、自

治体、独立行政体）から、パイロット活動を実施する事務所（以下、モデル事務所）を 3

つ選択する。 

3-6  モデル事務所の職員を対象とした研修計画を作成する。 

3-7  モデル事務所の職員に４工法の普及に関する研修を実施する。 

3-8  モデル事務所が実施する４工法に関する住民への情報提供と住民からの意見収集を支 

援する。 

3-9  建築行政を実施している建築行政実施組織の担当者全員を対象としたワークショップを

実施する。 

3-10 住宅建築や耐震技術に関するエルサルバドル国内の専門家及び技術者に対して 4 工法に

関するセミナーを実施する。 

3-11 国内外の関係者に対して研究成果を発信する。 

 

（＊1）ブロックパネル造については、技術基準ではなく、技術マニュアルを作成する。 

（＊2）活動 3-6、3-7、3-8、3-9 の結果をフィードバックし、適宜修正等を検討する。 

 

（各目標値については、プロジェクト開始後６ヶ月以内を目処に合同調整委員会で決定する。）

 

(3) 投入（インプット） 

① 日本側 

〔専門家派遣〕 

（日本） 

・ 長期専門家 1 名 （建築行政） 

・ 短期専門家 2 名程度×3 年 

（建築関連法整備、耐震建築技術、耐震実験計画・データ分析など） 
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（メキシコ） 

・ 短期専門家 

（地震工学、耐震実験手法、普及活動など） 

〔供与機材〕 

・ 実験用資機材 

〔研修員受け入れ〕 

・ 本邦研修 5 名程度×3 年 

（課題別研修「災害に強い学校コース」、その他） 

・ 第三国研修（メキシコ） 10 名程度×3 年 

〔その他：在外事業強化費〕 

・ 現地コーディネーター 

・ 現地コンサルタント費 

・ 教材費 

・ 普及用ツール作成費 

・ セミナー及びワークショップ開催費 

 

② エルサルバドル国側 

〔人員〕 

・ カウンターパートの配置 

〔施設・機材〕 

・ 長期専門家の執務スペース 

・ プロジェクトオフィス 

・ 実験施設、資機材 

 

(4)外部要因 

・ 上位目標の達成に対する外部条件：｢技術基準｣が国家科学技術委員会によって、承認され

る。 

・ プロジェクト目標の達成に対する外部条件：国家住宅政策と都市政策が大幅に変更されな

い。 

・ 成果に対する外部条件：住宅都市開発庁の国家整備開発計画が順調に進む。 

5．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

本案件は、以下の点から妥当性が高いと判断できる。 

・ エルサルバドルは、地震によって低所得者の住宅への甚大な被害を経験している。本プロ

ジェクトは、耐震性を考慮した一般住宅の技術基準策定や建築行政の強化を通じて、当該

国政府の国家開発計画の中で開発優先活動分野として位置付けられた「住宅」分野の地震

被害軽減に資するものである。建築行政の強化を図ることは、2005 年に住宅都市開発庁が

策定した国家住宅政策で示されている「技術的・制度的・法律的枠組みの近代化」と整合

している。 
・ 大学主導による実験・研究が主な活動であったフェーズ１に対し、今後はその成果を社会

に対して還元・普及する実施段階の活動が求められている。本プロジェクトは、住宅都市

開発庁をはじめとし、実施の担い手としての建築行政実施組織の強化に主眼を置いた内容

となっており、同国のニーズに合致している。 
・ エルサルバドルでは、一般住宅の建築に際して遵守すべき技術基準が公式なものとなって
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(2) 有効性 

本案件は、以下の点から有効性が高いと判断できる。 

・ 住宅都市開発庁が｢技術基準｣（案）を取り纏めることにより、そのプロセスを通じて、職

員の耐震住宅に関する理解や、関係者の意見調整を含めた基準策定能力が高まる。これに

よりエルサルバドル国の実情に見合った基準が策定され、適切な行政指導へも結びつくこ

とから、建築行政の体制が整うことが期待される。 

・ 地方レベルでは、建築行政実施組織で住宅建築の許認可業務を担う実務者の業務ガイドラ

インが作成されることで、許認可の質が一定に保たれ、かつ職員の育成が円滑に進むこと

も期待される。 

・ 住宅建築の許認可業務を担う建築行政実施組織は３形態(住宅都市開発庁の地方支所、自治

体、独立行政体)あるが、それぞれからモデル事務所を選択し、かつ当該地域の住民からの

意見を取り入れながら普及方法を検討することで、パイロット活動地区において、各関係

者にとって望ましい普及体制が構築されると期待でき、その後の全国展開に向けての教訓

を得ることができる。 
 

(3) 効率性 

本案件は、以下の点から効率的な実施が見込める。 

・ 実験・研究活動に関しては、フェーズ１で育成されたエルサルバドルの当該分野の主導的な

大学が参加し、継続性をもって｢技術基準｣（案）策定のための補足調査が行われる。また、

日本人専門家により、新たな研究・解析手法が移転され、プロジェクトに参加する研究機関

の能力の底上げを図ることも可能である。 
・ プロジェクト参加機関である大学が所有する実験施設・機材等、エルサルバドル国内の既存

リソースを最大限に活用し、またメキシコ人専門家による技術指導も行うため、日本から全

ての投入を行うことなく成果達成を見込むことができる。 

・ 本件で参加するメキシコのリソースは過去に JICA が協力（無償資金協力：1988～90 年、

技術協力：1990～97 年）したメキシコ国立防災センター（CENAPRED）を主とするもので

あり、メキシコへの JICA の協力の成果を近隣国に発展的に活用している。また、共通の言

語や類似の文化を持つメキシコと連携することで、フェーズ１同様、活動がスムーズに実施

されると期待できる。 
 

(4) インパクト 

本案件実施によるインパクトは、以下のように予測される。 

・ 本プロジェクトで、一般住宅の技術基準の策定が住宅都市開発庁によって進められ、また、

建築行政一般に関わる実務者が育成されることで、技術基準に準じた耐震住宅の普及が促進

される。また、普及活動を通じて、一般住民、建築技術者に広く耐震住宅の需要を広く喚起

することも計画されている。 
・ 建築関連基準の承認にあたっては、基準（案）について建築分野における関係者（行政、民

間、大学等）のコンセンサスを得てから国家科学技術審議会に提出し、承認を受けるという

枠組みがある。本プロジェクトでは、住宅都市開発庁が産・学等の意見を得ながら技術基準

（案）を取り纏めることとなるが、これは住宅都市開発庁にとって初めての取り組みであり、

本プロジェクトの経験は、依然として案に止まっている建築物構造安全規則等の正式承認に
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・ 本プロジェクトを通じて整備される｢技術基準｣は、正式に承認されれば他ドナーや政府の予

算で実施している貧困層や被災者への住宅支援プロジェクトにも適用される。｢技術基準｣に

従うことにより、仕様が過大になりすぎず、適正な価格で住宅の普及が進むと期待される。

・ フェーズ１では技術普及において、建築分野において産業界、学会、行政が情報共有を行う

場が重要であることが認識された。それを踏まえ、2008 年 4 月に住宅都市開発庁主導のもと、

当国での専門技術者間の情報共有の枠組みとして、NGO や民間企業等、様々な組織によって

構成されているエルサルバドル建築研究所が設立された。エルサルバドル建築研究所が本プ

ロジェクトに参加し技術普及に携わることで、エルサルバドル全国の様々な階層へ耐震住宅

の建築技術が広がると想定される。 
 

(5) 自立発展性 

以下の通り、本案件の効果はプロジェクト終了後も継続されると見込まれる。 

・ 住宅都市開発庁は IDB からの融資を得て、一般住宅の建築を促進する方針にある。本プロ

ジェクトによって耐震住宅の普及環境が整えば、IDB 資金による住宅建設の支援と同時に

一般住宅の耐震性向上が同時に進められることが期待される。 

・ 建築行政実施組織の中で、住宅都市開発庁の地方支所以外は住宅建築の許認可料を徴収し

ており、独自収入を得ているため、財政面での組織存続性が認められる。 

 

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

特記事項なし 

7．過去の類似案件からの教訓の活用 

「耐震普及住宅の建築普及技術改善プロジェクト」（2003 年 12 月～2008 年 11 月）の終了時

評価において、関係機関の連絡・調整を円滑化する運営管理上の仕組みを強化する重要性が

指摘されている。本件プロジェクトでは、住宅都市開発庁に長期専門家を派遣し、関係機関

との調整や運営管理の強化についてもアドバイスしていく体制となっている。 

 また、同評価における提言の１つに、今後、住宅建築に関わる現行の法令や基準を改善し

つつ、それらの遵守を確保するための建築行政制度の強化に取り組むことが挙げられており、

本プロジェクトで取り組むこととなっている。 

  

8．今後の評価計画 

   中間レビュー：2010 年 7 月頃 

終了時評価：2011 年 8 月頃 

事後評価：2015 年 3 月頃 

 


